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一六期中央委員会第六回全体会議で、綱領的文書である「社会主義調和社会の構築をめぐる若干の重大問題に関する中共中央の决定」 （以下「決定」という）が採択された。「決定」は、胡錦濤政権が、 「新世紀、新段階」に中国が直面する新たな危機と挑戦に対して提起した全体的、全局的な対応方策である。ここで注目すべきことは、 「決定」において、中国共産党が現在の中国の矛盾と不安定要因を、第一に社会経済分野に存在する問題と矛盾、第二に体制と民主法制の未整備、第三に中国の幹部管理の問題すなわち指導幹部の「資質、能力、態度と新たな情勢、新たな任務の要求」とが合致せず、腐敗問題が深刻 ことだと認識している点である。
　言い換えれば、中国共産党は、党の機関


























に、公務員の範囲が拡大し、 「党が幹部を管理する」原則が法定化されるなど、旧来の幹部管理制度へ 後退 起きたため、現在、中国の近代的公務員制構築の実際 動機は、行政効率の追求に限られている。この点は、当時の張柏林国家人事部長による公務員法の立法原則と立法指導思想の説明からもうかがわれる（参考文献③） 。また、これは、一九八九年 「天安門事件」後の党の権力集中指向 影響していることを意味している（参考文献⑤） 。
　公務員法の施行に伴い、暫行条例が廃止
され、公務員の範囲が大幅に広がった。先述の七機関の人員が中国の実質的な公務員の範囲であり、このうち単純労働者は従来どおり公務員には含まれず（参考文献⑥） 、公務員には旧来の「幹部」 身分的特徴と特権的性格が残された。こうした旧来 幹部管理への制度上の後退が 中国 政治発展にどのような影響をもたらすかは注目すべき点である。まさ 、ここでいう幹部管理、あるいは党政エリートの管理制
度の問題は、現在では実質的に公務員管理の問題と言い換えることができる。●社会利益構造の変化
　中国が市場経済に転換する過程で、経済








進に伴い、政府主導によ 多様な利益の調整、公共サービスの激増と質の変化、公共生活における公的部門の役割増大など近代国家の特徴が中国にも現れ始めたと理解することができる。ここで問題 なるのは利益構造の変化に対する認識の違いであ先述の「決定」によれば、共産党と政府は、「各方面の利益を総合的に考慮するという任務は困難で重い」と認識している。しかし、公的部門とその人員は、経験・制度・意識の面で十分な準備が整わないうちに、複雑多岐な利益争いに巻き込まれている。他方、共産党と民衆は彼らに対し、より積極的、合理的、公正、公平、効率的な判断によって実際の利益分配を行うよう求めている。胡錦濤政権が「調和社会」 構築や
「科学的発展観」を掲げ、さらに公共政策の制定・実施は人民大衆に近いものでなければならないと提起したことは、公的部門とその人員が積極的に民意に応えることを求めら ていることを反映 ている。●幹部管理制度改革の意図
　このような役割転換が短期間に起こった
ため、公的部門、とりわけ公的部門の 員は順応することができず、その結果、腐敗や幹部管理の問題が増えるとともに、深刻な社会的不安定を連鎖的に引き起こし、民衆の政府に対する信頼、共産党の正当性、そして共産党の執政能力も厳しい試練にさらされている。二〇〇四年九月一九日に中国共産党第一六期中央委員会第四回全体会議で採択 た「党の執政能力建設の強化に関する党中央の决定」で 、党 執政能力、執政効果に影響を及ぼす要因として、「指導幹部や指導グループの思想理論水準が高くない、法に基づく執政能力が高くない、複雑な問題の解決能力が高くない、資質と能力が、 『三つの代表』重要思想の実施徹底、小康社会の全面的建設という要求に合っていない。一部の党員幹部は、仕事に対する意欲や責任感が弱い、考え方が正しくない、仕事ぶり 堅実でない、大衆から離れているなどの問題 際立っている」 、「一部の党員は先頭に立ち模範を示すという役割を発揮できていない」 、腐敗 深刻であるといった点を指摘し る。これが、
共産党、政府、民衆が「吏治」の問題、すなわち幹部管理の問題に強い関心を寄せている最も主要で直接的な原因である。
　胡錦濤政権が提起する調和社会の構築は、
中国の公共政策が近代国家における 福祉国家」政策へと調整され始めたことを表している。こ 国家の役割転換、あるいは中国における政治管理、公共管理のマクロ環境の変化は後戻りでき い現実となり、今後も長期 わたって続くとみられる。
　近年、中国は旧来の党政エリート選抜方











部の能力・効率の向上などによる社会条件の変化に伴い生じた諸課題へ対処していることである。それは近代的公務員制の樹立という中国における幹部管理制度の再構築のための努力であるが、最終的には法治国家の建設や国内制度の 推進によって共産党 指導 正当性を高めたいという根本的課題への対応でもある。
　また、公務員法が従来の幹部制度に後退





一に、国家目標として「中国の特色ある社会主義の建設」を掲げていることである。これは伝統的計画経済体制への回帰 もなく、西側諸国 制度そのもの も い、中国独自の「第三の道」だと位置づけられている。しかし、それはスローガンにすぎず、内容が提示されていない。それは、改革の到達点に対する理論的準備や 枠組み設計を長い間怠ってきた結果であり、現在も深刻な思考停止状態にある。 家目標を設定できなければ、中国の政治統治 根幹に関わる幹部管理を含むいかなる政治改革の実験も失敗に終わる可能性が大 い。
　第二に、ここまで中国における利益の多
元化など政策環境の激変 指摘してきたがそれは社会や民衆のレベルだけでなく、公務員やすべて 公的機関 幹部層にも存在していることである。本稿 は、中国には公的部門とその人員が管理可能な公共資源の増大や福祉国家政策への転換に伴うその


































展望」 （ 『国際問題』二〇〇一年三月、日本国際問題研究所） 。
⑥楊景宇・李飛主編『中華人民共和国公務
員法釈義』法律出版社、二〇〇五年。
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